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研究成果の概要（和文）：本研究では「正義の倫理」と「ケアの倫理」に基づくシティズンシップ教育のカリキ
ュラムの研究と開発、振り返りを目的として行い、次のような成果を得た。まず「ケアの倫理」に基づく3年間
の道徳教育カリキュラムを中学校と協働で開発・実践し、カリキュラムや授業設計上の要点を明確にした。次に
3年間の中学校の生徒の学びの変容として、自己と他者を隔てる境界を批判的に問う、出会いを通して他者や自
己内他者の声に耳を傾ける、人間の脆弱者に気づき互いを支え合いたいという願いを持つという学びがせん状に
深まっていることを示した。第三に「正義の倫理」に基づく欧州評議会のカリキュラムの中心理念や開発プロセ
スを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research aimed to analyze, develop and reflect on the citizenship 
education curriculum based on ethics of justice and ethics of care. The result of the research are 
as follows. Firstly, three-year citizenship education curriculum based on ethics of care in a junior
 high school was developed in cooperation with the co-researcher. The important elements for the 
curriculum development and the lesson planning that reflect ethics of care were identified. 
Secondary, through the lesson observation, analysis of students' writings and interview with several
 students, the researcher found the process of the students' learning on citizenship and caring. 
Thirdly, the citizenship education based on the ethics of justice were examined and the main 
competencies and development process were identified.

研究分野：市民性教育のカリキュラム研究
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
研究成果の学術的意義として、中学校の3年間における「ケアの倫理」に基づくシティズンシップ教育カリキュ
ラムや授業設定の要点を示したこと、それにより他のカリキュラム開発や授業実践への示唆を示した点がある。
特に、自己と他者の関係性を問い直したり編み直す過程を組み込んだ内容編成、ゆるやかに自他に対するまなざ
しや関わり方を変容させている生徒の学びの実態、生徒の意見を反映してカリキュラムの計画・実践・検証を繰
り返す教師の取り組みを一体的に説明したことが特徴である。社会的意義として、人権や民主主義を重視した教
育および社会の構築に資する視点を提供したことが挙げられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
グローバル化の中で教育に求められる役割が大きく変化している。その一つが、国民教育から
シティズンシップ教育への変化である。つまり、同一の言語、文化、歴史といった同質的な文化
の保持を前提としたこれまでの国民教育から、当該国の国籍を持つとは限らず、異なる文化的背
景を持つ学習者も含めて社会の構成員として育成する教育への変化である。このような異なる
他者と同じ社会の構成員として生きていくために必要な力を学ぶシティズンシップ教育では、
自己と他者の関係性やつながりをどのような原理をもとに位置づけるのかは重要である。本研
究では、「正義の倫理」と「ケアの倫理」という二つの原理に着目した。日本では、自立した自
己を基本として他者との討議を通して公正な社会構築を目指す「正義の倫理」に基づくシティズ
ンシップ教育に関する研究や実践が多い中で、本研究では、人間の脆弱者や相互の関係性を中心
においた「ケアの倫理」に基づくシティズンシップ教育の可能性を追求する必要があると考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究では、日本の文脈におけるシティズンシップ教育のカリキュラムの可能性をケアの倫
理を基本として検討し、それを学んだ中学生の学びの内実についても明らかにしていくことを
目指した。具体的には、①日本の中学校における「ケアの倫理」に基づく 3年間のカリキュラム
開発をおこない、②そこでの生徒の学びの変容を明らかにする。またその際、③ノルウェーの研
究者と共同して教材開発と授業の実施にも取り組むことを目指した。加えて④人権や民主主義
といった「正義の倫理」を中心とした欧州評議会のシティズンシップ教育のカリキュラムの特徴
の解明についても取り組んだ。 
 
３．研究の方法 
①中学校での 3年間のカリキュラム開発：研究代表者である橋崎は、客観的な観察者というより 
も、研究協力者と共に、アクションリサーチの形式でカリキュラム開発と改善の研究に取り組 
 んだ。 
②中学校での授業の参与観察：写真やビデオ等を用いて授業の記録を取り、後日、文字お越しを  
した上で、分析を行った。 
③生徒の学びの考察：授業を受けた中学校の生徒たちの授業の様子の参観、ワークシートの記述  
の分析、在学中と卒業後にグループインタビューを行った。 
④ノルウェーとの共同での教材開発：ノルウェーの少数民族（サーミ）の団体、難民支援センタ 
ー、移民や難民の背景を持つ子どもが多い中学校での聞き取りを通して、所属やアイデンティ 
ティについて考えるための教材を開発した。 
⑤欧州評議会が出版するシティズンシップ教育の教材や報告書の文献分析、オスロの欧州評議 
会のセンターでの聞き取りを行った。 

 
４．研究成果 
シティズンシップ教育を支える理念である「ケアの倫理」の考え方を取り入れた教科・領域横
断的なカリキュラムとして、中学校の 3年間の道徳教育カリキュラムを開発・実践し、生徒の学
びの実態をもとに評価・考察を行うことができた。加えて、「正義の倫理」に基づく欧州評議会
のシティズンシップ教育のコンピテンシーの理念や作成プロセスについて明らかにすることが
できた。具体的には、本研究の成果は下記の 3点に整理することができる。 
第一に、中学校の 3年間の道徳教育カリキュラムを作成し、「ケアの倫理」を基盤においた実
践としていく際にポイントとなる点を示した（Kitayama, Osler and Hashizaki 2017, 小嶋 2017, 2018） 
 
カリキュラム作成のポイントとして、次の 4点がある。 
①中学校 3年間の学びのつながりを意識する（特に、国民、民族、障がい、文化、アイデンテ 
ィティなど、人と人を隔てる概念を批判的に検討できる授業を系統的に設けること 
②教科領域横断的なカリキュラム設定とすること（認識を培う教科（社会科）、思考を深める 
道徳の時間、体験や活動を行う総合的な学習の時間や特別活動）を相互に関連付けること 
③学年ごとに年間の中心テーマを設定するとともに、少人数でテーマを深めるグループ学習 
を設定し、体験を通した思考と活動をつなげること 

 
授業づくりのポイントとしては、次の 3点である。 
①「国家」「社会」に翻弄されたり抑圧された経験を語っている（語った）人々との出会いの 
場を設定すること。ノルウェーの少数民族や難民・移民の中学生の語りも、多様な人との
出会いとして位置付けた。 
②子どもの声（問い、つぶやき等）を次の授業づくりに生かしてつくる 
③学級の子どもの発言を引き出し、つなげることで聴き（響き）合う授業をつくる 
なお、中学校での道徳教育実践を、教員養成の大学院の授業でも取り上げ、学生と議論を行っ
た（橋崎、板橋、梶尾、後藤 2019）。 
第二に、生徒のワークシートの記述、授業の発言、インタビューから、生徒の学びが 3年間で



どのように深化していったのか、それを支える要因は何かについて明らかにした（小嶋 2018、
橋崎・小嶋 2018、2019）。個人の変容に着目すると、他者との出会いを通して、「他者に関心を
持つ、他者を理解したいと思う、共通性の発見（共感的理解）、他者に寄り添いたいと思う、他
者を取り込む」というように変容していた。また、自己と他者の関係性の変容に着目すると、「わ
たしと他者の関係性を考えさせる（出会いの中で、他者の声なき声を聴く）」→「わたしの理解
を超えたり、これまで排除してきた存在（他者や自己内他者）に気付き、向き合わせる」→「他
者や自己を含む、人間の脆弱性に気づき、だからこそ互いに支え合いたいと願う学びをつくる
（わたしをつくる（存在を成り立たせる）他者に気づく、他者を支える私に気づく）」というか
たちで変化していた。 
第三に、「正義の倫理」を中心におくシティズンシップ教育カリキュラムの事例として、欧州
評議会が提案する「民主的文化のためのコンピテンシー参照枠」の作成過程や背景理念を考察し
た。参照枠の作成プロセスが、多様な関係者の意見を吸い上げながら作り上げるという「構築的」
かつ「包摂的」なものとなっていることを示した（川口・橋崎 2018）。また、内容としては人権
や民主主義、文化的多様性の尊重という価値を基盤いていることに加え、文化やアイデンティテ
ィを固定化したものとはせず、批判的な視点も取り入れながら構築することが求められている
ことを示した（橋崎 2018、橋崎・川口 2019）。 
今後は、、「正義の倫理」と「ケアの倫理」視点を含むシティズンシップ教育の比較や相互補完
関係についてより深く考察を行い、シティズンシップ教育への提案につなげていきたい。 
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